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かながわにおけるポストコロナの都市づくり 

－－関関係係人人口口をを手手掛掛かかりりににししてて－－  
筑筑波波大大学学  シシスステテムム情情報報系系社社会会工工学学域域教教授授  谷谷口口守守  

筑筑波波大大学学  大大学学院院  理理工工情情報報生生命命学学術術院院シシスステテムム情情報報研研究究群群  社社会会工工学学学学位位ププロロググララムム  安安藤藤慎慎悟悟  

１１．．ははじじめめにに  

なかなか出口が見通せないコロナ禍が社会の変化を加速させている。緊急事態宣

言が解除されても、人々の行動は弾力的に完全に元に戻るのではなく、都心のオフ

ィスを離れて自宅や郊外都市で引き続きテレワークやワ―ケーションを行う人が増

えている 1)。こうした多様な働き方をする人びとが各地の地域資源に触れることを

通じ、地域の取り組みなどに興味を持って参加するようになり、地域づくりや活性

化に寄与することになれば、コロナによる怪我の功名とも言える。 

このような状況の中で、地域との一定の関係性を有する人々の総称である「関係

人口」が人口減少下の中での重要なキーワードとなっている。ここで、関係人口の

具体的な定義としては、「移住や観光でもなく、単なる帰省でもない、日常生活圏や

通勤圏以外の特定の地域と継続的かつ多様な形で関わり、地域の課題の解決に資す

る人などをいう。」2)となっている。一般に関係人口は過疎地を抱える地方部での担

い手確保として期待されるケースが多く、研究成果も大都市から地方への人の流れ

に着目したものがほとんどであった 3)。このため、大都市圏であるかながわのみに

着目した十分なサンプルに基づく検討は現在までなされておらず、本稿ではこのよ

うなワ―ケーションと響き合う概念である関係人口に着目し、かながわでの実態と

位置づけを実際のデータを通じて明らかにすることを目的にする。以下、本稿では

令和 2年 9月 29 日から 10 月 

6 日を調査期間として、国土 

交通省国土政策局が実施した 

「地域との関わりについての

アンケート」（以下、「アンケ

ート」という）を用いること

により、分析を行った結果を

提示する。調査の詳細は表－

１に示す通りである。アンケ

ートの実施に当たっては、新

型コロナウイルスの感染拡大

の影響を除外するために、感

染拡大の前の状況（令和２年

２月以前の直近）を前提とし

た質問項目を設定している。

表－１ アンケートの概要 

調査名 「地域との関わりについてのアンケート」調査

実施主体 国土交通省国土政策局総合計画課

調査方法 Webアンケート調査

調査期間 2020年9月29日～10月6日

調査対象
1次調査：全国に居住する18歳以上の男女148,831人

2次調査：1次調査で地域との関わりが有ると回答した者

有効サンプル数
(訪問型関係人口)

人数ベース・25,695s
地域数ベース(延べ人数)・50,477s

セグメント数 80(広域地方計画区域[10]・性別[2]・年齢[4])

主な調査項目

○1次調査
・個人属性 ・世帯属性・職業
・趣味・関心分野 ・居住地での地域活動経験等
○2次調査
・関わり先市町村名 ・活動内容
・活動頻度 ・滞在期間 ・滞在場所 等

備考 新型コロナウイルス感染拡大前時点での関わりに対して聴取
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近年、国内の民間の運営するコワーキングスペースでは、フリーランス・起業家向

けイベントやワークショップが開催されているほか、各種イベントの告知を掲示板で

閲覧できるなど、交流や情報発信の「場」として機能する事例も増えつつある。逗子

市の推進するワーケーション施設も、市内外の利用者が新たに地域とつながる「場」

を提供するものとしても注目しうる。 

ポストコロナにおいても、持続可能な地域の内発的発展につながることを期待しう

るものであり、こうした逗子市の官民連携による「地域づくり」のプロセスは、他の

自治体にとっても学ぶべきところが多い。 
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② 就労型（現地就労）：地元企業・事業所での労働（地域における副業）、農林水産

業への就業、農林漁業者へのサポート （援農等） 

③ 参加・交流型：地域の人との交流やイベント、体験プログラム等に参加 

④ 就労型（テレワーク）：本業として普段行っている業務や仕事（テレワークな

ど）、訪問地域外の業務や仕事（テレワーク／副業など） 

⑤ 趣味・消費型：地縁・血縁先以外で、地域での飲食や趣味活動等を実施（他の活

動をしていない） 

なお、図－２から読み取れる通り、取り組まれている活動は趣味・消費型の者が

多く、参加・交流型

がそれに次いでい

る。なお、この図が

示す各実施割合の数

値は、全国ベースで

集計した各実施割合

の数値とも大きな相

違は無く、関係人口

の内容から見た構成

について、かながわ

は全国平均と同様の

パターンであるとい

うことができる。 

 

３３．．どどここかからら来来ててどどここへへ行行っってていいるるののかか  

かながわへの関係人口はどこの都道府県から発出し、また県内のどこの自治体へ

向かっているのだろうか。このような関係人口の発（O:Origin）と着（D:Destinati

on）の実態を以下で明らかにする。なお、このうち発側の数値については、発側で

の都道府県の人口が多ければそれだけ関係人口も多くなることが期待される。本稿

ではこのような人口の大きさの影響を排除し、どれだけ「偏った」数の関係人口が

発地から流入しているのかを示す「乖離度𝐷𝐷𝐷𝐷��」を用いることとする。具体的に乖離

度𝐷𝐷𝐷𝐷��は以下の(1)(2)式で算出される。ここで𝑂𝑂𝑂𝑂��は観測度数、𝐸𝐸𝐸𝐸��は期待度数とし、乖

離度𝐷𝐷𝐷𝐷��が高いことは、期待されるよりも関係人口が多く存在していることを意味

し、一方低いことは期待される量よりも関係人口が少ないことを意味する。 

 

 

𝐷𝐷𝐷𝐷�� � 𝑂𝑂𝑂𝑂�� � 𝐸𝐸𝐸𝐸��
𝐸𝐸𝐸𝐸��  （1）
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直接寄与型
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就労型(現地就労)
(N=231,847)

参加・交流型
(N=858,834)

就労型(テレワーク)
(N=394,501)

趣味・消費型
(N=1,216,993)

31.8%

11.8%

43.8%

20.1%

62.1%

N=1,957,441（拡大後）、複数回答可

図－２ 各活動の実施割合 
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なお、このアンケート結果の詳細については、令和 3年 3月 17 日に国土交通省がプ

レスリリースを行った『全国の「関係人口」は 1,800 万人超！～地域との関わりに

ついてのアンケート」調査結果の公表～』に提示されている。 

分析はサンプル抽出率の逆数をかける拡大作業を行っており、関係人口の実際の

数を予測する形を取っている。分析ではかながわを着地として訪問しているサンプ

ルを抜き出し、その実態に少しでもアプローチできるような対応を行っている。 
 

２２．．かかななががわわをを着着地地ととすするる関関係係人人口口  

まず、かながわを着地とする関係人口の全体像を俯瞰するため、図－１を作成し

た。この図の横軸は各都道府県を着地として訪問している関係人口の総数であり、

かながわは東京都、大阪府に次いで全国で３番目に関係人口を数多く集めている都

道府県であることがわか 

る。その一方で、縦軸は

各都道府県の居住人口

でその値を割った値で

あり、居住人口一人当た

りで見た場合のその都

道府県に訪れる関係人

口の多さを表している。

すなわち、かながわはそ

の人口の割には訪問す

る関係人口は少ないこ

とが読み取れる。大都市

圏の都府県はこの数値

が全体的に低いことが

わかるが、その中でもか

ながわの数値は東京都

や大阪府より少なくなっ 

ている。 

また、かながわに訪れる関係人口の中身として、地域における過ごし方（地域と 

の関わり方）に応じて分類を行い、その集計をおこなった結果を図－２に示す。具

体的には、地域との結びつき度が強いものから順にそれぞれ下記のような内容とな

っている。 

①直接寄与型：産業の創出、商店街の空き店舗等の有効活用の活動、朝市・マルシ

ェへの出店活動、ボランティア、地域資源・まちなみの保全活動、まちおこし・む

らおこしにつながるようなプロジェクトの企画・運営又は協力・支援等 
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図－１ 都道府県関係人口（訪問型）の 

獲得数（絶対数と対居住人口比） 

かながわ政策研究ジャーナル No. 15 2022. 372



特集「ポストコロナを見据えた地域づくり―ワーケーションを手がかりとして―」 

 
かながわ政策研究ジャーナル No.15 2022.3  73 

 

② 就労型（現地就労）：地元企業・事業所での労働（地域における副業）、農林水産

業への就業、農林漁業者へのサポート （援農等） 

③ 参加・交流型：地域の人との交流やイベント、体験プログラム等に参加 

④ 就労型（テレワーク）：本業として普段行っている業務や仕事（テレワークな

ど）、訪問地域外の業務や仕事（テレワーク／副業など） 

⑤ 趣味・消費型：地縁・血縁先以外で、地域での飲食や趣味活動等を実施（他の活

動をしていない） 

なお、図－２から読み取れる通り、取り組まれている活動は趣味・消費型の者が

多く、参加・交流型

がそれに次いでい

る。なお、この図が

示す各実施割合の数

値は、全国ベースで

集計した各実施割合

の数値とも大きな相

違は無く、関係人口

の内容から見た構成

について、かながわ

は全国平均と同様の

パターンであるとい

うことができる。 

 

３３．．どどここかからら来来ててどどここへへ行行っってていいるるののかか  

かながわへの関係人口はどこの都道府県から発出し、また県内のどこの自治体へ

向かっているのだろうか。このような関係人口の発（O:Origin）と着（D:Destinati

on）の実態を以下で明らかにする。なお、このうち発側の数値については、発側で

の都道府県の人口が多ければそれだけ関係人口も多くなることが期待される。本稿

ではこのような人口の大きさの影響を排除し、どれだけ「偏った」数の関係人口が

発地から流入しているのかを示す「乖離度𝐷𝐷𝐷𝐷��」を用いることとする。具体的に乖離

度𝐷𝐷𝐷𝐷��は以下の(1)(2)式で算出される。ここで𝑂𝑂𝑂𝑂��は観測度数、𝐸𝐸𝐸𝐸��は期待度数とし、乖

離度𝐷𝐷𝐷𝐷��が高いことは、期待されるよりも関係人口が多く存在していることを意味

し、一方低いことは期待される量よりも関係人口が少ないことを意味する。 

 

 

𝐷𝐷𝐷𝐷�� � 𝑂𝑂𝑂𝑂�� � 𝐸𝐸𝐸𝐸��
𝐸𝐸𝐸𝐸��  （1）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

直接寄与型
(N=624,196)

就労型(現地就労)
(N=231,847)

参加・交流型
(N=858,834)

就労型(テレワーク)
(N=394,501)

趣味・消費型
(N=1,216,993)

31.8%

11.8%

43.8%

20.1%

62.1%

N=1,957,441（拡大後）、複数回答可

図－２ 各活動の実施割合 

72 かながわ政策研究ジャーナル No.15 2022.3  

なお、このアンケート結果の詳細については、令和 3年 3月 17 日に国土交通省がプ

レスリリースを行った『全国の「関係人口」は 1,800 万人超！～地域との関わりに

ついてのアンケート」調査結果の公表～』に提示されている。 

分析はサンプル抽出率の逆数をかける拡大作業を行っており、関係人口の実際の

数を予測する形を取っている。分析ではかながわを着地として訪問しているサンプ

ルを抜き出し、その実態に少しでもアプローチできるような対応を行っている。 
 

２２．．かかななががわわをを着着地地ととすするる関関係係人人口口  

まず、かながわを着地とする関係人口の全体像を俯瞰するため、図－１を作成し

た。この図の横軸は各都道府県を着地として訪問している関係人口の総数であり、

かながわは東京都、大阪府に次いで全国で３番目に関係人口を数多く集めている都

道府県であることがわか 

る。その一方で、縦軸は

各都道府県の居住人口

でその値を割った値で

あり、居住人口一人当た

りで見た場合のその都

道府県に訪れる関係人

口の多さを表している。

すなわち、かながわはそ

の人口の割には訪問す

る関係人口は少ないこ

とが読み取れる。大都市

圏の都府県はこの数値

が全体的に低いことが

わかるが、その中でもか

ながわの数値は東京都

や大阪府より少なくなっ 

ている。 

また、かながわに訪れる関係人口の中身として、地域における過ごし方（地域と 

の関わり方）に応じて分類を行い、その集計をおこなった結果を図－２に示す。具

体的には、地域との結びつき度が強いものから順にそれぞれ下記のような内容とな

っている。 

①直接寄与型：産業の創出、商店街の空き店舗等の有効活用の活動、朝市・マルシ

ェへの出店活動、ボランティア、地域資源・まちなみの保全活動、まちおこし・む

らおこしにつながるようなプロジェクトの企画・運営又は協力・支援等 

訪
問
型
関
係
人
口(

対
居
住
人
口
比)

[万]
訪問型関係人口(絶対数)

宮城県

山形県

茨城県

栃木県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

愛知県

京都府

大阪府
兵庫県

福岡県

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

55%

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

群馬県

図－１ 都道府県関係人口（訪問型）の 

獲得数（絶対数と対居住人口比） 

特集「ポストコロナを見据えた地域づくり−ワーケーションを手がかりとして−」

かながわ政策研究ジャーナル No. 15 2022. 3 73



特集「ポストコロナを見据えた地域づくり―ワーケーションを手がかりとして―」 

 
かながわ政策研究ジャーナル No.15 2022.3  75 

 

清川村、鎌倉市など 

がそれに次いでいる。 

横浜市や川崎市など

の大都市部も一定程

度の関係人口を受け

入れていることが読

み取れる。全体的に

観光面での知名度が

高い自治体が訪問型

関係人口獲得におい

ても有利であること

がわかる。観光目的

で訪れた経験や、観 

光広報を通じた知名 

度の高さなどがこの 

ような結果に影響し

ていることが類推さ

れる。 

 

４４．．そそのの滞滞在在状状況況  

関係人口に関わる

訪問者が 1 回の訪問

でどの程度の期間か 

ながわに滞在してい 

るかを全国平均と比 

較した結果を図－５ 

に示す。かながわで 

は東京に近いこともあり、およそ６割が日帰りであり、全国平均と比較すると宿泊

滞在者の割合が低いことが課題といえる。 

また、図－６に関係人口訪問者がよく利用する施設の割合を示す。この図から、

よく利用されているのは「友人・知人の家」や「商業・サービス・レジャー関連施

設」であり、ワーケーションに直接関係しそうな「コワーキングスペース等」、「サ

テライトオフィス」および「シェアリングサービス」などはまだまだ利用度が低い

といえる。コロナを通じてこの構成にも変化が生じた可能性は高いが、まだまだワ

ーケ―ションのニーズに対応した関連施設が十分に整備されていないこともこのよう

な結果となったことの一因であると思われる。 

図－４ かながわの各市町村が獲得する訪問型関係人口

の獲得量(対居住人口比) 
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図－５ 関係人口訪問者の 1 回の訪問時の滞在期間

（全国とかながわの比較） 
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図－３にかながわへ県外からやってくる関係人口の発地に関する乖離度𝐷𝐷𝐷𝐷��の分布

を示す。一見して明らかな事として、隣接している東京都と静岡県からの訪問が多い

こと、また静岡県・長野県・新潟県以東の東日本エリアからの訪問が相対的に多い反

面、西日本から訪問が全体的に低調であることがわかる。今後の対応戦略としては、

既に多くの来訪がある都道府県についてはその選ばれる長所をさらに伸ばす方策を、

西日本などの相対的に訪問が低調なエリアについてはなぜ選ばれていないのかとい

う課題を解決する方策を考えていく事が肝要といえる。 

また、かながわの各市町村がそれぞれ対居住人口比でどの程度の関係人口の訪問を

受けているかを図－４に示す。数値的には箱根町が最も高く、湯河原町、山北町、 
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図－３ 乖離度𝐷𝐷𝐷𝐷��からみたかながわが獲得する

関係人口の居住地分布 
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ココロロナナ下下ににおおけけるる「「地地域域づづくくりり」」のの課課題題ととポポスストトココロロナナをを見見据据ええたた展展望望  

―慶應義塾大学ＳＦＣ研究所所長・同大学総合政策学部教授 飯盛 義徳氏に聴く― 

神神奈奈川川県県政政策策研研究究セセンンタターー11  

ははじじめめにに  

慶應義塾大学飯盛義徳（いさがい よしのり）研究室では、自治体、

ＮＰＯ、企業などとの協働により地域を元気にする「域学連携プロジ

ェクト」に学生と共に取り組んできた2。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大下において、学生の地域を訪

れてのフィールドワークの実施は困難となるなか、「地域づくり」の

現場や、それに関わる学生等は、隘路を切り開くべく、さまざまな挑

戦を続けている。 

このたび、編著書『場づくりから始める地域づくり』3を上梓された「地域づくり」

の実践的研究者である飯盛義徳氏に、これまでの活動についてお話を伺った。その中

で、コロナ下における地域の「場づくり」の課題にどのように対応していけばよいの

か、そして、ポストコロナを見据えた「地域づくり」の展望をどのように考えればよ

いのか、についてお聞きすることができた。 

■■『『場場づづくくりりかからら始始めめるる地地域域づづくくりり』』ににつついいてて  

最初に、『場づくりから始める地域づくり』において飯盛氏の主張する「場づくり」

の重要性について概説しておく。  

「地域づくり4」の文脈に適用した「場」とは、「人が集まり、相互作用を行う枠組

みや空間」のことであり、建造物の有無には拘わらない。人とのつながりの中で自分

のアイデンティティを感じるような「居場所」も定義に包含する。 

 
1 本稿にかかるインタビュー・執筆は、大澤 幸憲、平田 実、細野 ゆりが主に担当した（50音順）。 

2 飯盛義徳研究室「域学連携プロジェクト」については、政策研究・大学連携センター『かながわ
政策研究・大学連携ジャーナル』第７号、2014年３月、16-17頁において、紹介している。 

3 飯盛義徳編著、西村浩、坂倉杏介、上田洋平、伴英美子(2021)『場づくりから始める地域づく
り：創発を生むプラットフォームのつくり方』学芸出版社。 

4 「地域づくり」とは、「地域のさまざまな課題解決を行う具体的な活動」のことである。特徴と
しては、産業や観光振興、福祉、教育、コミュニティ関係など幅広い分野がある。その主体は、行
政機関や非営利組織、企業、個人など多様であり、内発的な活動である(小田切 徳美(2014)『農
山村は消滅しない』岩波新書)。「地域づくり」には、多様な主体が組織間の垣根をこえて協働し
て取り組んでいるところも多い。 
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注）複数選択可、その他(27,118)を除く 

図－６ よく利用する滞在箇所 
 

５５．．おおわわりりにに    

地方部に比較し、かながわは大都市圏内に位置するために明らかに訪問する関係

人口の総数も多い。ただ、本稿での分析結果より、居住人口一人当たりで見れば、

まだ顕在化していないポテンシャルも少なくない。訪問人口の発地、着地もそれぞ

れに偏りが見られる状況も明らかになり、ワ―ケーション受け入れ促進に向けて各

地域に応じた様々な戦略の展開が可能であろう。最後になったが、本稿の作成にお

いては国土交通省国土政策局総合計画課が実施した地域とのかかわりに関するアン

ケートを活用させていただいた。記して謝意を申し上げたい。 
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